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令和 7 年 第 4 回 筑紫野市議会定例会（6 月） 

提出議案について 

 

令和 7 年第 4 回筑紫野市議会定例会（会期：6 月 5 日から 6 月 24 日）に次の議案を提案

しましたので、その内容をお知らせします。 

 

同意第 13 号 筑紫公平委員会委員の選任について 

筑紫公平委員会は、地方公務員法第７条第４項の規定に基づき、筑紫地区５市等により共同設

置しており、職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに対する裁決を講ずることなど

を目的に３名の委員をもって組織されているもので、５市の輪番により選出しています。 

同委員会委員のうち、荒木関也氏の後任として、令和 7 年７月 25 日より田中哲也氏を選任す

ることについて、筑紫公平委員会設置規約第３条第１項の規定に基づき、議会の同意を求めるも

のです。 

同意第 14 号 筑紫野市監査委員の選任について 

本件は、議会選出の山本加奈子監査委員が、令和 7 年５月 26 日をもって、退職したい旨の願

い出があり、地方自治法第 198 条の規定により、これを承認したところですが、その後任として

宮﨑吉弘氏を選任することについて、地方自治法第 196 条第１項の規定に基づき、議会の同意を

求めるものです。 

議案第４0 号 
筑紫野市議会議員及び筑紫野市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例の制定について 

本件は、公職選挙法施行令に規定する選挙運動用ポスター及びビラの作成にかかる公費負担の

限度額の引き上げに伴い、本条例に規定する公費負担の限度額を改正するものです。 
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議案第４1 号 
筑紫野市特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

本件は、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律に規定する選挙長等の報酬額の引上

げに伴い、本条例に規定する選挙長等の報酬額を改正するものです。 

議案第４2 号 
筑紫野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例の制定について 

本件は、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、連携施設の規定に

変更が生じるため、条例の一部を改正するものです。 

議案第４3 号 
筑紫野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例の制定について 

本件は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準の一部改正に伴い、連携施設の規定に変更が生じるため、条例の一部を改正す

るものです。 

議案第４4 号 
筑紫野市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理

者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

本件は、建設業法施行令の一部改正に伴い、条項ずれが生じるため、条例の一部を改正するも

のです。 

議案第４5 号 財産（物品）の取得について 

本件は、市内小中学校の児童生徒が学校における教育活動で使用する教育用タブレット端末を

更新するため、地方自治法第 96 条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得 

又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求めるものです。 

取得の方法は随意契約、取得金額は５億 2,064 万 1,990 円、契約の相手方は、福岡市中央区

大名２丁目９番 27 号、株式会社内田洋行九州支店です。 
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令和７年 第 4 回 筑紫野市議会定例会（6 月） 

追加提出議案について 

 

令和７年第 4 回筑紫野市議会定例会において、6 月 20 日に次の議案を追加提案しました

ので、その内容をお知らせします。 

 

 

議案第４6 号 令和７年度筑紫野市一般会計補正予算（第３号）について 

歳出予算の内容は、参議院議員選挙執行事業として、14 万１,000 円の増額をするものです。 

これに見合いの歳入予算として、参議院議員選挙執行経費委託金を同額、増額するものです。 

このため、歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 14 万１,000 円を追加し、歳入歳出予算

の総額を 429 億 210 万４,000 円とするものです。 

また、債務負担行為の補正については、第２表のとおりです。 

議案第 47 号 令和 7 年度筑紫野市一般会計補正予算（第 4 号）について 

本件は、物価高騰対策に関する補正予算であり、対象の方々へ効果が及ぶよう、速やかな支援を目

的としています。 

歳出予算の内容は、地域活性化商品券補助事業として 1,325 万円、観光施設管理運営事業として

1,320 万円の増額などをするものです。 

これに見合いの歳入予算として、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 3,825 万３,000 円、

創生振興基金繰入金 535 万５,000 円を増額するものです。 

このため、歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 4,360 万８,000 円を追加し、歳入歳出予算

の総額を 429 億 4,571 万２,000 円とするものです。 


